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１　はじめに

　本研究の目的は、小学校、中学校、高等学校、
特別支援学校等の児童・生徒が、教育活動におけ
る事故等の実態及び対応のための資質能力に対し
て、どのような認識をもっているのかを調査に基
づいて把握し、現状と課題を明らかにすることで
ある。このことにより、学校事故に対する児童・
生徒の認識の実態と課題を明らかにし、適切な対

応の在り方を検討する際の根拠資料としたい。
　現在、学校や教育行政において、学校安全に対
する意識の高まりがある。その理由として、様々
な学校事故や災害により、健全な教育活動の推進
が脅かされる状況にあることである。具体的には、
人的要因や物的要因、さらに自然災害、そして複
合的な要因など多岐に及ぶ。例えば、大阪教育大
学附属池田小学校における外部侵入者による傷害
事件やサッカーゴールによるケガ、さらに東日本
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の実態及び対応のための資質能力に対して、どのような認識をもっているのかを明らかにした。しかし、
学校事故等に対応した指導が、校種の実態を踏まえて行われているのか、といった課題も明らかになった。
本研究において、調査対象とした学校は、小学校や中学校についてはＡ県の内陸部であり、高校について
も対象校数が十分ではない。今後、調査校数を増やし、広域的な実態把握を行いたい。
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大震災による地震及び津波による被害等多くの事
例があげられる。
　本研究主題に関する学校の教育活動における事
故や事件の実態として、独立行政法人日本スポー
ツ振興センターの災害共済給付の状況からみる
と、総数そのものは減少傾向にある（１）。しかし、
気象災害や地震災害等の自然災害による重大事故
については、今後も大規模な災害が懸念される状
況にある（2）。このことから、文部科学省は学校
安全に関する取り組みを徹底するために、学校保
健法の改訂を行い、学校保健安全法を策定した。
さらに、このことに関して、文部科学省（2019）は、
『学校安全資料「いきる力」をはぐくむ学校での
安全教育』を示して、 学校に対して適切な対応を
求めている。
　学校は学校事故や災害等を完全に防ぐことはで
きない。しかし、教員が危機管理に対する資質能
力を高め、児童・生徒が学校事故や防災への対応
力を高めることにより、被害を減らすことはでき
る。
　以上を踏まえ、本研究の目的を設定した。本研
究の目的に迫るために、小学校や中学校、高等学
校、特別支援学校の児童・生徒を対象に、学校事
故の頻度や深刻度の認識、事故防止に対して求め
られる資質能力等に関する意識調査を行う。それ
らの調査結果に基づいて、児童・生徒の学校事故
に対する認識の実態を分析する。
  これまでの学校における危機管理に関する先行
研究を、「学校の危機に対する認識の実態」や「危
機対応において求められる資質能力」、さらに「危
機対応に関する研修機会の実態」の３つの視点か
らみていく。
　はじめに、「学校の危機に対する認識の実態」
に関する先行研究である。木村・岩永 （2018）は、
校長の危機のとらえ、及び懸念の状況を調査によ
り明らかにした。その中で、リスク得点を「深刻
度」と「発生度」により定義し、校長が想起する
リスクとして「不登校」を、さらに認知傾向とし
て「いじめ」があげられることを示した。次に、
下地（2017）は、学校安全及び危機管理に関する

認識について、高等学校長を対象に調査を実施し、
日頃の安全点検や避難訓練などとともに、教職員
の自己判断能力形成の必要性を示した。また、小
山・大道・藤田・白石・山根・安井（2007）は、
大阪府下の学校に対して学校の安全管理及び管理
職・教職員の危機意識に関する調査を実施し、事
件発生後の学校の対応状況とともに、学校として
の対応の困難さを示した。
　以上のように、学校の危機に関する調査が実施
され、認識の実態が明らかになってきた。しかし、
それらの調査対象は、学校管理職や教員が主であ
り、児童・生徒の認識の実態が示されてはいない。
　第二は「危機対応において求められる資質能力」
に関する先行研究である。このことに関して、末
藤（2017）は、学校安全への対応として、教職課
程の取り組みを踏まえて課題と可能性を分析して
いる。その中で、これまで行われてきた学校安全
に関する講義の内容を分析することにより、「学
校安全への対応」の在り方を示した。また、青山
（2018）は、学校における自然災害に対する危機
管理の在り方について検討している。その中で、
高等学校の取り組みの検証を踏まえて、各校にお
いて危機管理を確実に行うとともに、教員等の能
力を高めていくことが大切であるとしている。さ
らに、海口（2018）は、学校安全に求められる教
職の専門性を、リスク管理の視点から検討してい
る。その中でリスクを将来起こり得る事態と連続
的に捉えることによる「探究」する姿勢の重要性
及び適切な判断力の必要性を示した。加えて、森
（2017）は、災害時に必要とされる教員や保育士
の資質能力を検討している。報告の中で、災害時
の資質能力として、個々人としての資質能力とし
て体力・忍耐力・冷静さ、信頼関係等、組織の一
員としての資質能力として、共通理解、団結・協
力等をあげている。
　以上のように、これまで学校の危機に対して教
員として身につけるべき資質能力が検討され、教
職課程への反映に関する報告が示されてきた。し
かし、これらの先行研究は児童・生徒の実態や認
識を踏まえた報告とはなっていない。
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　第三は、危機管理に関する研修の機会に関する
先行研究である。橋本（2016）は、教職大学院で
の実践をとおした、ミドルリーダの危機管理能力
向上の実践を報告している。その中で、教職大学
院での教育活動の意味づけに基づいた実践の重要
性を指摘した。さらに、上野・鈴木・吉川・栗原・
牧野・一色・佐藤（2017）は、自然災害発生時の
学校の対応について、和歌山県内の高等学校に調
査を実施し、避難訓練や避難所としての学校の対
応に関して「想定にとらわれない行動」が重要で
あることを示した。
　これらの先行研究により、危機管理における研
修や訓練の重要性が指摘されてきた。しかし、こ
れらは教職員を対象とした研修であり、児童・生
徒の認識の実態は不明なままである。
　以上のことから、本研究の目的を、小学校、中
学校、高等学校、特別支援学校等の児童・生徒が、
教育活動における事故等の実態及び対応のための
資質能力に対して、どのような認識をもっている
のかを調査に基づいて把握し、現状と課題を明ら
かにすること、とした。そのために、小学校や中
学校、高等学校、特別支援学校の児童・生徒に、
教育活動における危機への認識や対応において必
要とされる資質の習得状況について実態把握を行
う。その際、質問紙による調査を行い、実態と課
題を把握する。さらに、危機に対する現状や課題
を把握した上で、今後の在り方を検討する。
　以下に、研究の目的に迫るための本論の構成を
示す。第２章において、教育活動における学校事
故等に関する児童・生徒への認識調査の概要を示
す。第３章では、調査結果に基づいて、児童・生
徒の学校事故等の発生頻度と深刻度に対する認識
を検討する。さらに第４章では、学校事故等にお
ける児童・生徒に求められる資質能力と必要度及
び到達度を、調査結果に基づいて検討する。第５
章では、調査結果を踏まえ、学校の事故等への対
応に関する研修機会への認識を検討する。第６章
では、本研究のまとめ及び今後の課題等を示す。

２　学校における事故等への認識に関する調査の

概要

　本章では、児童・生徒を対象に実施した、学校
における事故等への認識調査の概要を示す。
　調査対象は、A県の公立学校であり、調査対象
の校種は、小学校、中学校、高等学校、特別支援
学校である。また、調査対象とした児童・生徒は、
小学校が５年生、中・高等学校はそれぞれ２年生
とした。調査対象校は、小・中学校については、
A県の内陸部に位置するB市内の小学校７校、中
学校５校を無作為に抽出した。高等学校について
は、A県内から無作為に、４校を抽出した。特別
支援学校は、A県内から３校を抽出した。これら
の抽出校を対象に、調査を実施した。

　調査内容は、学校事故の発生頻度や深刻度、学
校事故対応において求められる資質能力、研修機
会の有用感への認識等である。調査項目は、木村・
岩永（2018）や下地（2017）等を参考にして作成
した。調査対象の人数は、表１のとおりである。
高等学校については、学校規模の関係で人数が他
の校種より多くなった。さらに、特別支援学校に
ついては、調査依頼の該当人数が限定されており、
調査人数が少なめとなった。さらに特別支援学校
については、小学部５名、中学部８名、高等部17
名の合計として集計している。
　調査は、校種によって多少異なるが、2019年11
月から12月にかけて実施した。回答状況として、
調査は各学校で実施したので、欠席者以外のすべ
ての児童・生徒から回答を得ることができた。

表１　調査対象の人数

校　種 児童生徒数
小学校（５年生） １５４
中学校（２年生） １６５
高等学校（２年生） ４０６
特別支援学校 ３０
合　計 ７５５
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３　児童・生徒の学校事故等の発生頻度と深刻度

に対する認識

　本章では、児童・生徒の学校における事故等へ
の認識の実態を明らかにするために、事故等に関
する内容について認識調査を実施し、調査結果か
ら発生頻度と深刻度に関する分析を行った。
（1）　発生頻度への認識の実態

　児童・生徒の学校における事故等の発生頻度に
対する認識調査の結果について、校種ごとの平均
値を求めて、グラフで示したのが図１である。各
調査項目について、全校種の平均を求めて、大き
い順から並べた。グラフの右に示した値は、校種
ごとの平均値である。
　調査結果から、児童・生徒の認識として、学校
における事故発生の頻度がもっとも高いとしたの
が「運動でのケガ」であり、「不登校」「SNS」「い
じめ」「授業でのケガ」と続いた。反対にもっと
も低かったのは、「不審者」であり「火災」「施設
でのケガ」と続いた。しかし、学校事故に対する
認識は、校種によって異なっていた。小学校では、

発生頻度がもっとも高いとしたものは、「運動で
のケガ」ではあるが、次が「いじめ」であり「授
業でのケガ」と続いた。中学校では、高い方から
「運動でのケガ」「不登校」となったが、次が「い
じめ」そして「SNS」となった。高等学校では、「運
動でのケガ」は同様であったが、比較的高い値で
「SNS」が続いた。特別支援学校では、「運動で
のケガ」に続き、「いじめ」や「地震・津波」が
続いた。校種ごとの学校事故の発生頻度について
は、「運動でのケガ」という共通性がみられたが、
小学校は「いじめ」、中学校は「不登校」、高等学
校は「SNS」、特別支援学校は、「いじめ」や「地
震・津波」に対する認識が比較的高い、という特
徴がみられた。また、発生頻度が低いとした項目
は「不審者」や「火災」であり、各校種ともほぼ
同様の認識であった。
　次に、発生頻度への認識に対する校種間の違い
を検討するために、分散分析及び多重比較を行っ
た。表２は、調査項目を図1と同様の順に並べた
分析結果の一覧であり、分散分析の結果として、
F値や効果量としてのη2 値、ｐ値、さらに多重
比較の結果を示した。なお、有意差がみられた項
目については、Holm法による多重比較を実施し
た。
  調査結果の分散分析による結果から、児童・生
徒の校種による認識の違いを検討していく。分散
分析によると、校種による違いで有意な差がみら
れたのは、11の調査項目のうち、「不登校」や「SNS」
等５項目であり、危険率は「不登校」「SNS」「施
設でのケガ」の３項目が１％、「地震・津波」と「交
通事故」の２項目が５％であった。
　次に、校種による児童・生徒の発生頻度に対す
る認識の違いを検討するために、効果量としての
η2 値の大きな項目からみていく。もっとも効果
量が大きくなったのは、「不登校」であり、η2 値は 

.089であった。このことは、校種による違いがもっ
とも大きいことを示している。さらに多重比較に
よると中学校が他の校種より有意に高くなってい
た。さらに、高等学校が小学校や特別支援学校よ
り有意に高くなっていた。二番目に大きくなった図１　学校における事故等の発生頻度の認識
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のは、「SNS」であり、η2 値は .084となった。さ
らに多重比較の結果、高等学校が小学校や中学校
など他の校種よりも１％の危険率で高くなってい
た。さらに、中学校は小学校や特別支援学校より
も有意に高くなっていた。三番目に大きかったの
は、「施設でのケガ」であり、η2 値は .022となっ
た。さらに多重比較の結果、中学校が小学校や高
等学校など他の校種よりも有意に高くなってい
た。
　以上のように、児童・生徒の事故等の発生頻度

への認識において、中学校の生徒は「不登校」や
「SNS」に対して比較的高いとしていることや、
特に「不登校」や「施設でのケガ」が他の校種よ
り高いことが明らかになった。さらに、高等学校
については、「SNS」や「不登校」の発生頻度が
高いと認識していることや、「SNS」については、
他の校種よりも特に発生頻度が高いと認識してい
ることが明らかになった。
（2）　事故等の深刻度への認識の実態

　表３は、学校事故等への児童・生徒の深刻度に

表２　学校での事故等の関する発生頻度の認識

表３　学校での事故等の関する深刻度の認識
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対する認識の調査結果である。示した表の作成手
順は、前節の発生頻度の際と同様である。
　調査結果から、児童・生徒の認識として、学校
における事故発生においてもっとも深刻であると
したのは「火災」であり、「地震・津波」「いじめ」
「交通事故」と続いた。反対にもっとも小さかっ
たのは、「授業でのケガ」であり「施設でのケガ」
「運動でのケガ」と続いた。
　しかし、学校事故に対する深刻度への認識は、
校種によって違いがみられた。小学校でもっと
も深刻であるとしたものは、「火災」そして「地
震・津波」が同程度であり、その次が「交通事故」
「大雨・洪水」と続いた。逆に低かったのは、「運
動でのケガ」や「授業でのケガ」「施設でのケガ」
となった。中学校では、もっとも深刻だとした方
から「火災」と「いじめ」が同程度となり、次が「交
通事故」そして「地震・津波」となった。逆に低
かったのは、「授業でのケガ」や「施設でのケガ」
「運動でのケガ」であった。高等学校では、深刻
とした方から「いじめ」そして「地震・津波」と
続き、次が「火災」「大雨・洪水」となった。逆
に低い項目は中学校と同様の項目となった。特別
支援学校では、「火災」に続き、「交通事故」、そ
して「地震・津波」「いじめ」と続いた。逆に低かっ
たのは中学校と同様であった。
　以上のように児童・生徒の学校事故に対する深
刻度に対して、小学校の児童は、「火災」や「地震・
津波」、中学校の生徒は「火災」や「いじめ」、高
等学校の生徒は、「いじめ」「地震・津波」、特別
支援学校では、「火災」や「交通事故」がもっと
も深刻であるとしており、認識の違いが明らかに
なった。また、深刻度が小さいとした項目は、各
校種ともほぼ同様の認識であった。
　次に、学校事故の深刻度の認識に対する校種間
の違いを検討するために、分散分析及び多重比較
を行った。表３には、表２と同様の分散分析の結
果及び多重比較の結果を示した。表３の分析結果
から、深刻度について児童・生徒の校種による認
識の違いを検討していく。
　分散分析によると、校種による違いで有意な差

がみられたのは、11の調査項目のうち、「地震・
津波」や「大雨・洪水」等７項目であり、危険率
は「地震・津波」「大雨・洪水」等の４項目が１％、「火
災」や「交通事故」などの３項目が５％であった。
　次に、校種による児童・生徒の深刻度に対する
認識の違いを検討するために、効果量としてのη2 
値の大きな項目からみていく。もっとも効果量が
大きくなったのは、「施設でのケガ」であり、η2 
値は .028であった。このことは、校種による違い
がもっとも大きいことを示している。さらに多重
比較によると小学校児童の深刻度の認識が他の校
種より１％の危険率で有意に高くなっていた。二
番目に大きくなったのは、「大雨・洪水」「不審者」
であり、η2 値はともに、 .018となった。多重比較
の結果、「大雨・洪水」については、特別支援学
校の児童・生徒より他の校種が有意に高くなっ
た。また、「不審者」については、小学校の児童
が特別支援学校の児童・生徒と比べて５％の危険
率で有意に高くなっていた。さらに、「地震・津波」
についても「不審者」と同様の傾向がみられた。
　以上のように、児童・生徒の学校事故に対する
深刻度について、全体の傾向及び校種による違い
を検討してきた。その結果、全体的な傾向として、
「火災」や「地震・津波」等の深刻さとともに、
「いじめ」や「交通事故」等にも同様の深刻度の
認識をしていることが明らかになった。さらに、
授業や施設及び運動などによるケガへの深刻度が
小さいことも明らかになった。また、校種による
違いとして、小学校は、「火災」や「地震・津波」、
中学校は「火災」や「いじめ」、高等学校は「い
じめ」や「地震・津波」、特別支援学校は「火災」
や「交通事故」等を深刻としており、校種による
認識の違いが明らかになった。加えて校種間の違
いとして、「破損でのケガ」や「大雨・洪水」「不
審者」等が有意に異なり、全体として小学校の児
童がより深刻であると捉えていることが明らかに
なった。
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４　学校事故等における児童・生徒に求められる

資質能力と必要度及び到達度

　本章では、学校事故等への対応において、児童・
生徒に求められる資質能力の必要度及び到達度に
関する調査結果の分析により、認識の実態を明ら
かにする。
（1）　児童・生徒に求められる資質能力の必要

度の認識
  本節では、学校事故等への対応において、児童・
生徒に求められる資質能力の必要度に関する認識
調査の結果に基づいて、実態を明らかにする。そ
の際、質問紙による必要度の調査結果を、４：か
なり必要である、３：やや必要である、２：あま
り必要でない、１：ほとんど必要ない、とした数
値データとみなして扱い、校種ごとに平均値を求
めた。さらに、調査項目について校種の平均を求
め、大きい順に並べたのが図２である。
　はじめに、全体の傾向をみていく。事故対応に
おけるそれぞれの資質能力に対する必要度の傾向
として、特別支援学校の児童生徒の認識がやや低
いものの、小学校、中学校、高等学校の児童生徒

は、全ての項目が３以上と高くなった。このこと
から、多くの児童・生徒が事故時の対応において
各資質能力を必要としていることが分かった。
　さらに、必要度の高い項目は、危機発生時にお
ける適切な「判断力」や避難時の「協力性」、さ
らに災害時の「避難経路」の理解となっていた。
これは小学校、中学校、高等学校の児童・生徒に
ついて同様の傾向を示した。この結果は、調査対
象とした児童・生徒のＡ県における東日本大震災
や台風被害等の経験、さらにこれらの災害に対す
る様々な学校での取り組みが、災害時の「判断力」
や「協力性」の認識の高まりに反映していたもの
と考えられる。また、「避難経路」や「発生時の
行動」も同様に考えられる。加えて、「交通ルール」
や「情報モラル」については、これまでの各学校
種における継続的な指導に関係していると考えら
れる。
　一方、「ハザードマップ」の認識や「危機の予
測」等については、上記の項目に比べると低い値
となっているが、項目全体の平均は、特別支援学
校を除くと３を超えており、ある程度の必要性を
感じているといえる。調査対象となった小・中学
校の児童・生徒が居住する行政区において、ハザー
ドマップが配付されるなどしており、地域の防災
に関する活動が、必要度の高まりにつながってい
るとも考えられる。
　以上のように、小・中・高等学校と特別支援学
校の児童・生徒との認識の差は多少みられるもの
の、全般的に事故等への対応に対する児童・生徒
の資質能力について、必要感が高いことが明らか
になった。
（2）　児童・生徒に求められる資質能力の到達

度の認識

　本節では、学校事故等への対応において、児童・
生徒に求められる資質能力への到達度に関する認
識の調査結果に基づいて、実態を明らかにする。
調査結果は、４：かなりしている、３：ややして
いる、２：あまりしていない、１：まったくして
いない、の数値データとみなして扱い、校種ごと
に平均値を求めた。図２と同様に、校種全体の平図２　求められる資質能力の必要度の認識
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均の順に並べたのが図３である。
　はじめに全体の傾向をみていく。各校種の学校
事故への対応に対する資質能力の到達度は、前節
で検討した必要度に較べて低くなっている。この
ことから、児童・生徒が事故対応における資質能
力について十分ではないと認識していることが明
らかになった。
　また、到達度は「情報モラル」と「危機の予測」
以外の項目で、小学校、中学校、高等学校、特別
支援学校の順で低くなっている。一方、到達度が
高い項目として、「交通ルール」や「情報モラル」「避
難経路」と続いている。「交通ルール」に関しては、
各学校において積極的な指導が行われており、特
に小学校においては安全教室等が定期的に実施さ
れていることが、意識の高まりに結びついている
と考えられる。「情報モラル」への到達度につい
ては、小学校、中学校、高等学校において到達度
の認識が高い状況にある。このことは、SNSに起
因した問題が課題となっていることから各学校に
おいて実態に応じた取り組みが行われていること
が反映していると考えられる。特に高校生が高い
値を示していることは、生徒自身の自覚とともに、

学校での実態に応じた指導の成果と考えられる。
　一方、児童・生徒の到達度が低かった項目は、
「ハザードマップ」や「自然災害」への対応であっ
た。このことは、小学校や中学校等での指導の実
態と関係していると考えられる。
　以上のように、児童・生徒の事故対応に対する
資質能力の到達度に関して、必要度に比べて到達
度への認識が低いことが明らかになった。さらに、
児童生徒の到達度に対する認識は、学校における
取組実態と関連があると考えられる。
（3）　児童・生徒の到達度と必要度の差

　本節では、学校事故等への対応時に求められる
資質能力に関する到達度及び必要度の差から、認
識の実態を検討する。各調査項目について、校種
ごとに、到達度と必要度の平均値の差を求め、差
の平均値の絶対値が大きい順に並べたのが、図４
である。
　結果から、全ての項目において、児童・生徒の
必要度に対して達成度の評価値が低くなってい
る。この傾向は特別支援学校を含め、小学校、中
学校、高等学校とも同様の傾向がみられた。特に、
危機発生時における「判断力」や「ハザードマップ」
「協力性」については、全ての校種においてその
差がおおよそ1.0と大きく、児童・生徒の必要度
と比較して、到達状況が十分でないと認識してい
るいることが分かった。
　一方、「交通ルール」や「情報モラル」については、
比較的その差が小さくなり、各学校での指導の実
態が反映していると考えられる。
　さらに、特別支援学校の児童・生徒については、
事故等「発生時の行動」や「危機の予測」につて
は、他の校種と比較して認識の差が小さくなって
いた。このことの要因は、特別支援学校の児童・
生徒がこれらの資質能力について、必要度の認
識が低かったことがあった。さらに、「交通ルー
ル」については小学校、「情報モラル」について
は、高等学校や中学校で差が比較的小さくなって
おり、各学校での指導の実態を反映していると考
えられる。
　以上のように、各校種において学校事故の対応図３　求められる資質能力の到達度
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における資質能力への認識と到達度の認識には差
があるという実態が明らかになった。さらに、資
質能力の認識の差は、特別支援学校を含め、各校
種とも同様の傾向がみられることが分かった。し
かし、「発生時の行動」や「情報モラル」等、資
質能力の内容によっては校種間で違いがあること
も明らかになった。　

５　事故等への対応における資質能力形成のため

の研修機会への認識

　本章では、学校での事故等発生時の対応におい
て必要とされる資質能力を身につけるために実施
される研修の貢献度に関する児童・生徒の認識に
ついて、調査結果を基に分析を行う。
　図５は、学校事故等への対応に関する資質能力
の形成における研修の貢献度を、５件法により調
査し、その結果をまとめたものである。その際、
調査結果は、５：おおいに役に立っている、４：
やや役に立っている、３：ふつうに役に立ってい
る、２：あまり役に立っていない、１：ほとんど

役に立っていない、の数値データとみなして扱い、
校種ごとに平均値を求めた。さらに、平均の大き
な項目の順に並べてある。

　研修の貢献度について、全体的には、特別支援
学校の児童・生徒の認識がやや低めになった。他
の校種については、多くの項目が平均4.0、特別
支援学校では3.0を上回り、研修の貢献としてほ
とんどの児童・生徒が「役に立っている」として
いた。
　次に項目別に貢献度の認識を検討していく。「交
通安全」に関する項目について、研修が役に立っ
ていると認識している児童・生徒の割合が高かっ
た。これは「地震・津波」や「火災時の対応」に
ついても同様の傾向がみられた。これらの項目に
ついてはこれまでの各校における指導の成果と考
えられる。また、「SNSの危険性」や「大雨・洪水」
への対応についても、貢献への認識が小学校や中
学校、高等学校がほぼ4.0を上回り、高いといえる。
　一方で、「不審者対応」については、小学校の
児童の認識が高く高等学校が低い等校種による違
いが顕著であった。さらに「大雨・洪水」に対す
る研修については、特別支援学校と他の校種との
差が特に大きくなった。
　以上のように、研修の貢献度に対して校種や項
目によって多少異なるが、「役に立っている」と

図４　資質能力の到達状況との必要度との差 図５　研修機会の貢献度の認識
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評価していることが明らかになった一方で、「不
審者対応」や「大雨・洪水」等については、校種
間で研修の貢献度に対する認識の差がみられた。

６　研究のまとめ

　本研究の目的は、小学校、中学校、高等学校、
特別支援学校等の児童・生徒が、教育活動におけ
る事故等の実態及び対応のための資質能力に対し
て、どのような認識をもっているのかを調査に基
づいて把握し、現状と課題を明らかにすることで
あった。
　本研究の目的を踏まえて、研究の成果を以下に
示す。研究成果の第一は、児童・生徒の学校にお
ける事故等への発生頻度及び深刻度に関する認識
を明らかにしたことである。具体的には、児童・
生徒の事故等に対する発生頻度の認識において、
中学校の生徒は「運動でのケガ」や「不登校」に
対して比較的高いとしていることや、特に「不登
校」や「施設でのケガ」が他の校種より高いとし
ていることが明らかになった。さらに、高等学
校については、「運動でのケガ」や「SNS」「不登
校」の発生頻度が高いと認識していることや、特
に「SNS」については他の校種よりも発生頻度が
高いと認識していることであった。また、児童・
生徒の学校事故に対する深刻度の傾向として、「火
災」や「地震・津波」等の深刻さとともに、「い
じめ」や「交通事故」等にも同様の認識をしてい
ることが明らかになった。さらに、授業や施設及
び運動などによるケガへの深刻度が小さいことも
明らかになった。また、校種による違いとして、
小学校は、「火災」や「地震・津波」、中学校は「火
災」や「いじめ」、高等学校は「いじめ」や「地
震・津波」、特別支援学校は「火災」や「交通事故」
等を深刻としており、校種による認識の違いが明
らかになった。加えて校種間の違いとして、「施
設でのケガ」や「大雨・洪水」「不審者」等が有
意に異なり、全体として小学校の児童の深刻度が
大きいことが明らかになった。

　これらのことから、学校事故への対応に関して、
発生頻度や深刻度の認識を踏まえた指導の在り方
を検討していく必要がある。
　第二は、学校事故等への対応における児童・生
徒に求められる資質能力と、危機管理において求
められる資質能力の必要度及び到達度を明らかに
したことである。調査結果の分析から、各校種で
の学校事故の対応における資質能力の認識は、必
要度に較べて、到達度が低いという実態が明らか
になった。さらに、資質能力の認識の差は、特別
支援学校を含め、各校種とも同様の傾向がみられ
ることが分かった。しかし、「発生時の対応」や「情
報モラル」等、内容によっては校種によって違い
があることも明らかになった。
　以上の実態から、学校事故への対応における児
童・生徒の資質能力に関して、実態を踏まえたう
えで指導カリキュラムを検討していく必要があ
る。　
　第三は、学校における事故等発生時の対応にお
いて、必要とされる資質能力を身につけるための
研修の機会に関する児童・生徒の認識を明らかに
したことである。研修の貢献度に対して小学校、
中学校、高等学校、さらに認識の実態は多少異な
るが、特別支援学校も含めて、「役に立っている」
と評価していることが明らかになった。しかし、
「不審者対応」や「大雨・洪水」等については、
校種間で研修の貢献度に対する認識の差がみられ
た。
　このことに関して、児童・生徒の研修に対する
貢献度の認識は高いものの、校種によっては課題
がみられた。このことから、校種や実態を踏まえ
た研修の在り方を今後検討していく必要がある。
　以上のように、本研究をとおして、小学校、中
学校、高等学校、特別支援学校等の児童・生徒
が、教育活動における事故等の実態及び対応のた
めの資質能力に対して、どのような認識をもって
いるのかを明らかにできた。しかし、このことに
より学校事故等に対応した指導が、校種の実態を
踏まえて行われているのかといった課題も明らか
になった。
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　本研究において、調査対象とした学校は、小学
校や中学校についてはＡ県の内陸部であり、高校
についても対象校が十分とはいえない。今後、対
象校をさらに検討することにより、より広域的な
実態の把握を行いたいと考えている。

【註】

（1）　独立行政法人日本スポーツ振興センター
「災害共済給付の給付状況等について」の
データによる、https://www.jpnsport.go.jp/anzen/

saigai/toukei/tabid/80/Default.aspx、令和元年12月
閲覧
（2）　文部科学省の通知「自然災害に対する学
校防災体制の強化及び実践的な防災教育の推
進について（依頼）」、https://www.mext.go.jp/a_

menu/kenko/anzen/1422067_00001.htm、令和元
年12月閲覧
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